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	 ごあいさつ	

■基本方針

　地域におけるリテール金融機関としての自覚をもち、大手金融機関が

やれないスキマ金融に特化することによって、中小企業の経済的地位の

向上に貢献するなど、地域社会の潤滑油としての役割を果たします。

■経営方針

　信組経営の精神に則り、法令等の遵守、経営基盤の強化および効率化

による健全経営をすすめます。

　⑴　安定した収益の確保と経営基盤の強化

　⑵　経営の健全性の確保

　⑶　利用者保護に向けた態勢の整備

　⑷　経営力・組織力の強化

　皆さまには、日頃より格別

のご愛顧お引き立てを賜わり、

心から御礼申し上げます。

　このたび、当組合の現況（平

成18年度第56期）をまとめま

したので、ご理解を深めてい

ただくための資料として、ご

高覧賜わりたいと存じます。

　大阪協栄信用組合は、地域

の皆さまに本当にお役に立て

る金融機関をめざし、これま

で以上に経営の健全性と基盤

強化に努めてまいりますので、

一層のご支援とご指導のほど、

心からお願い申し上げます。

大阪協栄信用組合

理事長　松　本　精　二

■昭和26年12月17日／理美容業者組合員の金融面の相互扶助を目的とし
て、協栄信用組合を設立

■昭和28年 7 月／扇橋支店開設
■昭和38年12月／住吉支店開設
■昭和51年 3 月／本部機構を日本橋の本店営業部から扇橋支店に移転
■昭和52年12月／西成支店開設
■昭和59年 6 月／大阪協栄信用組合に改称
■平成13年 6 月／城東支店開設
■平成14年10月／西成支店移転
■平成16年11月／本店営業部仮店舗に移転
■平成17年 2 月／住吉支店移転
■平成17年10月／新大阪支店開設
■平成18年 7 月／豊中支店開設

（平成19年 6 月27日現在）

　理 事 長／松　本　精　二

　常務理事／神　崎　正　人　　　常務理事／船　曳　真　吾

　理　　事／谷　村　寿　幸　　　理　　事／中　南　文　孝

　理　　事／井　手　一　仁　　　理　　事／藤　井　勝　司

　監　　事／坂　番　健　三　　　員外監事／福　田　健　次

� （平成19年 6 月27日現在）

区 分 平成17年度末 平成18年度末
個 人 16,927 16,088
法 人 1,494 1,555
合 計 18,421 17,643

	 当組合のあゆみ（沿革）	

	 組合員の推移	 （単位：人）

	 事業方針	

	 役員一覧（理事および監事の氏名・役職名）	
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営業店組織図本部・組織図

総 代 会

理 事 会 監 事

理 事

理 事 長

常務理事

役 員 会
副支店長

支 店 長

次 長

課 長

監
査
部

業
務
部

監
理
部

審
査
部

事
務
部

経
理
部

営
業
店

総
務
部

（
総
務
・
人
事
）

業
務
課

（
預
金
・
貸
付
）

営
業
課

（
渉　

外
）



�

　昨年度のわが国経済は、輸出の増加や企業収益が高水準で
推移し、緩やかに拡大を続けてきた景気拡大が11月には「い
ざなぎ景気」を超える戦後最長の景気拡大となりました。し
かし、この景気拡大はグローバル化を追い風に大手企業が中
心となって成長を牽引してきた反面、私どもの主要な取引顧
客層である中小零細企業や家計への恩恵は乏しく「実感なき
拡大」とも言われました。
　金融面では、日本銀行が昨年 3月に 5年ぶりに量的緩和政
策を解除し、さらに 7月にはゼロ金利を解除するなど、金融
政策面での大きな転換期でもありました。
　今年度の日本経済は、高水準の企業収益や相次いで発表さ
れた初任給の引き上げを背景に雇用者所得の緩やかな増加も
見込まれ、先行きも生産・所得・支出の好循環により息の長
い成長を続けていくものと思われます。
　このような環境下、当組合は一昨年に開設した新大阪支店
に続き、平成18年 7 月に大阪市内以外では初めてとなる第 7
番目の店舗として豊中支店を開設し、北摂地域の皆さまの利
便性向上を図るとともに、昨年12月には預金金利の引き上げ
を実施するなど、魅力ある金利による個人預金の吸収ならび
に中小零細企業向け融資に特化した業務運営を引き続き行
い、次のような業績を挙げることができました。
　預金積金の期末残高は、2,226億円と前年比285億円の増加、
伸び率にして14％となりました。
　貸出金の期末残高は、引き続き中小事業者の資金需要に積
極的にお応えし、1,685億円と前年比299億円の増加、21％の
大幅な伸び率となりました。
　収益面におきましては、貸出金の積極的な運用と高水準の
利鞘が当年度も引き続き確保された結果、業務純益は4,105
百万円、前年比24％の大幅な増加を図ることができました。
また、当年度も積極的に不良債権処理を実施した結果、当期
純利益は2,608百万円と前期比647百万円の増加となりました。
　当期も高水準の利益を計上できましたことにより、出資金
に対する配当は昨年度と同様の年1.2％とさせていただきます。
　金融機関の健全性の指標である自己資本比率は、当年度よ
りバーゼルⅡの新基準により算出され、7.68％となり、また
金融再生法に基づく不良債権比率は、2.03％と若干比率が高
くなりましたが、依然としてメガバンクに次ぐ良好な水準を
維持しております。
　大手銀行、地方銀行などが業績の回復を機に、収益機会の
拡大を求めて私ども信用組合・信用金庫が得意とする中小零
細企業への融資攻勢を強めるなど、取り巻く環境はますます
厳しさを増しておりますが、当組合は、今後とも引き続き中
小事業者の資金供給の担い手として、また地域の皆さまから
信頼される金融機関として、役職員一同が一丸となり、より
一層の努力をしてまいる所存でございますので、組合員各位
におかれましては、倍旧のご支援・ご鞭撻のほど、よろしく
お願い申し上げます。

	 平成18年度　経営環境・事業概況	 	 総代会について	

■総代会の仕組みと機能

　信用組合は、組合員同士の相互扶助の精神を基本理念とし

た協同組織金融機関です。

　この協同組織金融機関である信用組合の最高意思決定機関

は「総会」です。しかし、当組合では、組合員数が多いこと

から組合員全員による総会に代えて総代会制度を採用してい

ます。

　総代会は、決算や役員の選挙等の重要事項を決議する当組

合の最高意思決定機関であり、組合員全員の意見を適正に反

映できるよう、組合員の中から選出された「総代」により運

営されています。

■総代の役割

　総代は、組合員の代表として、組合員の総意を経営に反映

する重要な役割を担っています。

■総代の選出方法

　代表の選出は、当組合の「総代選挙規約」に基づいて行っ

ております。

　　　・総代の定数　　　　100名以上120名以内

　　　・総代の任期　　　　 3年

■第56期通常総代会の報告

第 1号報告　「第56期貸借対照表、損益計算書」報告の件

第 2号報告　「第56期事業報告」報告の件

■決議事項

第 1号議案　第56期剰余金処分案承認を求める件

第 2号議案　平成19年度事業計画及び収支予算案承認を求め

る件

第 3号議案　定款の一部変更を求める件

第 4号議案　組合員の除名を求める件

第 5号議案　役員退職慰労金贈呈の件

第 6号議案　理事選任の件

第 7号議案　理事報酬額承認を求める件



経理・経営内容
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科　　　　　目 金　　　　　　額
　（資 産 の 部）　 平成17年度 平成18年度
現 金 1,412,056 1,691,530
預 け 金 36,890,961 30,061,195
全 信 組 連 短 期 資 金 ― ―
買 入 手 形 ― ―
コ ー ル ロ ー ン ― ―
買 現 先 勘 定 ― ―
債券貸借取引支払保証金 ― ―
買 入 金 銭 債 権 ― ―
金 銭 の 信 託 ― ―
商 品 有 価 証 券 ― ―

商 品 国 債 ― ―
商 品 地 方 債 ― ―
商 品 政 府 保 証 債 ― ―
その他の商品有価証券 ― ―

有 価 証 券 29,678,907 37,821,146
国 債 20,097,538 30,080,089
地 方 債 201,180 100,620
短 期 社 債 ― ―
社 債 6,418,004 4,984,683
株 式 302,905 551,705
そ の 他 の 証 券 2,659,280 2,104,049

貸 出 金 138,572,041 168,542,389
割 引 手 形 148,088 55,906
手 形 貸 付 34,981,332 38,716,361
証 書 貸 付 103,425,601 129,754,878
当 座 貸 越 17,018 15,243

外 国 為 替 ― ―
外 国 他 店 預 け ― ―
外 国 他 店 貸 ― ―
買 入 外 国 為 替 ― ―
取 立 外 国 為 替 ― ―

そ の 他 資 産 514,643 663,085
未 決 済 為 替 貸 ― ―
全 信 組 連 出 資 金 190,800 190,800
商 工 中 金 出 資 金 7,500 7,500
前 払 費 用 2,488 3,963
未 収 収 益 193,876 264,864
先物取引差入証拠金 ― ―
先 物 取 引 差 金 勘 定 ― ―
保 管 有 価 証 券 等 ― ―
金 融 派 生 商 品 ― ―
そ の 他 の 資 産 119,978 195,957

有 形 固 定 資 産 ― 2,452,275
建 物 ― 321,709
土 地 ― 842,917
建 設 仮 勘 定 ― 1,252,415
その他の有形固定資産 ― 35,233

無 形 固 定 資 産 ― 2,493
ソ フ ト ウ ェ ア ― ―
の れ ん ― ―
その他の無形固定資産 ― 2,493

動 産 不 動 産 1,152,012 ―
事 業 用 動 産 33,638 ―
事 業 用 不 動 産 1,068,942 ―
保 証 金 そ の 他 49,431 ―

繰 延 税 金 資 産 617,007 752,093
再評価に係る繰延税金資産 ― ―
債 務 保 証 見 返 38,267 6,421
貸 倒 引 当 金 △1,286,465 △1,535,196
（うち個別貸倒引当金） （△494,771） （△295,922）

資 産 の 部 合 計 207,589,432 240,457,435

科　　　　　目 金　　　　　　額
　（負 債 の 部）　 平成17年度 平成18年度
預 金 積 金 194,111,359 222,694,289
当 座 預 金 278,867 196,856
普 通 預 金 6,525,866 5,617,742
貯 蓄 預 金 ― ―
通 知 預 金 580,010 193,999
定 期 預 金 186,129,441 215,841,888
定 期 積 金 378,863 378,125
そ の 他 の 預 金 218,310 465,677

譲 渡 性 預 金 ― ―
借 用 金 ― ―
借 入 金 ― ―
当 座 借 越 ― ―
再 割 引 手 形 ― ―

売 渡 手 形 ― ―
コ ー ル マ ネ ー ― ―
売 現 先 勘 定 ― ―
債券貸借取引受入担保金 ― ―
コマーシャル・ペーパー ― ―
外 国 為 替 ― ―
外 国 他 店 預 り ― ―
外 国 他 店 借 ― ―
売 渡 外 国 為 替 ― ―
未 払 外 国 為 替 ― ―

そ の 他 負 債 2,491,587 3,681,143
未 決 済 為 替 借 ― ―
未 払 費 用 1,362,951 1,803,568
給 付 補 て ん 備 金 678 640
未 払 法 人 税 等 694,931 1,395,698
前 受 収 益 259,874 247,876
払 戻 未 済 金 15,350 45,147
職 員 預 り 金 55,618 66,006
先物取引受入証拠金 ― ―
先 物 取 引 差 金 勘 定 ― ―
借 入 商 品 債 券 ― ―
借 入 有 価 証 券 ― ―
売 付 商 品 債 券 ― ―
売 付 債 券 ― ―
金 融 派 生 商 品 ― ―
そ の 他 の 負 債 102,182 122,205

賞 与 引 当 金 150,000 160,000
役 員 賞 与 引 当 金 ― 35,000
退 職 給 付 引 当 金 104,177 105,798
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 60,318 65,495
特 別 法 上 の 引 当 金 ― ―
金融先物取引責任準備金 ― ―
証券取引責任準備金 ― ―

繰 延 税 金 負 債 ― ―
再評価に係る繰延税金負債 ― ―
債 務 保 証 38,267 6,421
負 債 の 部 合 計 196,955,709 226,748,148

（ 純 資 産 の 部 ）
出 資 金 7,709,059 8,181,788
普 通 出 資 金 7,709,059 8,181,788
優 先 出 資 金 ― ―

優 先 出 資 申 込 証 拠 金 ― ―
資 本 剰 余 金 120,213 120,213
資 本 準 備 金 ― ―
そ の 他 資 本 剰 余 金 120,213 120,213

利 益 剰 余 金 2,845,599 5,348,562
利 益 準 備 金 107,000 304,000
そ の 他 利 益 剰 余 金 2,738,599 5,044,562
　特 別 積 立 金 ― ―
　当 期 未 処 分 剰 余 金 2,738,599 5,044,562

自 己 優 先 出 資 ― ―
自己優先出資申込証拠金 ― ―
組 合 員 勘 定 合 計 10,674,872 13,650,564
その他有価証券評価差額金 △ 41,150 58,722
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 ― ―
土 地 再 評 価 差 額 金 ― ―
評価・換算差額等合計 △ 41,150 58,722
純 資 産 の 部 合 計 10,633,722 13,709,286
負債及び純資産の部合計 207,589,432 240,457,435

	 貸借対照表	 （単位：千円）
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貸借対照表の注記事項
1 ．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。なお、以下
の注記については、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

2．有価証券の評価は、売買目的有価証券については時価法、満期保有
目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子
会社・子法人等株式及び関連法人等株式については移動平均法によ
る原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては期末日
の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法によ
り算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又は
償却原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差
額については、全部純資産直入法により処理しております。

3．有形固定資産の減価償却は、定率法（ただし、平成10年 4 月 1 日以
後に取得した建物（建物附属設備を除く。）については定額法）を
採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　　　　　建　　物　　　　 3年～65年
　　　　　動　　産　　　　 3年～20年
4 ．無形固定資産の減価償却は定額法により償却しております。なお、
自社利用のソフトウェアについては、当組合内における利用可能期
間（ 5年）に基づいて償却しております。

5．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり
計上しております。

　　　破産・特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者
（以下「破綻先」という）に係る債権及びそれと同等の状況にある
債務者（以下「実質破綻先」という）の債権については、下記直接
減額後の帳簿価格から担保の処分可能見込額及び保証による回収可
能見込額を控除し、その残額を計上しております。又、現在は経営
破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認めら
れる債務者に係る債権については、債権額からの担保の処分可能見
込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち債務
者の支払い能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。

　　　上記以外の債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定
期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき引
当てております。

　　　全ての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協
力の下に資産査定部署が資産査定を実施しており、その査定結果に
より上記の引当てを行っております。

　　　なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等につい
ては、債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認めら
れる額を控除した残額を取立不能見込み額として債権額から直接減
額しており、その金額は1,039百万円であります。

6．賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対
する賞与の支給見込額のうち、当期に帰属する額を計上しております。

7．役員賞与引当金は役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対す
る賞与の支給見込額のうち、当期に帰属する額を計上しております。

　　　従来、役員賞与は、利益処分により支給時に未処分剰余金の減少
として処理しておりましたが、「役員賞与に関する会計基準」（企業会
計基準第4号　平成17年11月29日）が会社法施行日以後終了する事業
年度の会計期間から適用されることになったことに伴い、当期から同
会計基準を適用し、役員に対する賞与を費用として処理することと
し、その支給見込額のうち、当期に帰属する額を役員賞与引当金とし
て計上しております。これにより、従来の方法に比べ営業経費は
35,000千円増加し、税引前当期純利益は35,000千円減少しております。

8．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職
給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。

　　　なお、当組合は、複数事業主（信用組合等）により設立された企
業年金制度（総合型厚生年金基金）を採用しております。当該企業
年金制度における当組合の年金資産は2,813百万円となっております。

9．役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金の支払いに備えるため、
内規に基づく期末要支給額を引当てております。なお、この引当金
は、協同組合による金融事業に関する法律施行規則第37条第 2項第
1号に規程する引当金であります。

10．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計
処理によっております。

11．消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
12．有形固定資産の減価償却累計額　112百万円
13．貸出金のうち、破綻先債権額は194百万円、延滞債権額は801百万円
であります。

　　　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間
継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁
済の見込がないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒
償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）
のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第 1項第 3
号のイからホまでに掲げる事由又は同項第 4号に規定する事由が生
じている貸出金であります。

　　　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債
権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支
払いを猶予した貸出金以外の貸出金であります。

14．貸出金のうち、 3か月以上延滞債権額はありません。
　　　なお、 3か月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払いが約定支
払日の翌日から 3か月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延
滞債権に該当しないものであります。

15．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は2,416百万円であります。
　　　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図るこ
とを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債
権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債
権、延滞債権及び3か月以上延滞債権に該当しないものであります。

16．破綻先債権額、延滞債権額、 3か月以上延滞債権額及び貸出条件緩
和債権額の合計額は3,413百万円であります。

　　　なお、13．から15．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額
であります。

17．貸借対照表に計上した有形固定資産のほか、営業上必要な機器類及
び車両等についてリース契約により使用しております。

18．手形割引により取得した銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形の
額面金額は、55百万円であります。

19．担保に提供している資産は、次のとおりであります。
　　　為替決済保証金　　　　　　預け金	 4,000百万円
　　　全信組連保証基金機構　　　預け金	 　265百万円
20．出資 1口当りの総資産額　　　　　　　　　335円11銭
21．	有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりでありま
す。これらには、「国債」、「地方債」、「社債」、「その他の証券」が
含まれております。以下25．まで同様であります。

　　⑴　売買目的有価証券に区分した有価証券はありません。
　　⑵　満期保有目的の債券はありません。
　　⑶　子会社・子法人等株式及び関連法人等株式はありません。
　　⑷　その他有価証券で時価のあるもの

取得原価 貸借対照表 評価差額 � （単位：百万円）
計上額 うち益 うち損

株 式 458 550 91 96 4
債 券 35,177 35,165 △12 14 27
　国 債 30,078 30,080 1 3 1
　地方債 100 100 0 0 0
　社 債 4,998 4,984 △13 11 25
そ の 他 1,798 1,804 5 10 5
合 計 37,435 37,520 85 121 36

　　　なお、上記の評価差額から繰延税金負債26百万円を差し引いた額
58百万円が、「その他有価証券評価差額金」に含まれております。

22．当期中に売却した満期保有目的の債券はありません。
23．当期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。
　　　　　売却価額　　　　売却益　　　　売却損
　　　　　1,604百万円　　　　16百万円　　　　73百万円
24．	時価のない有価証券のうち、主なものの内容と貸借対照表計上額
は、次のとおりであります。

	 　　　　内　容� 貸借対照表計上額　
	 　　その他有価証券
	 　　　非上場株式（店頭売買株式を除く）�  0百万円　　　
	 　　　その他の証券� 300百万円　　　
25．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期
間毎の償還予定額は次のとおりであります。

1年以内 1年超 5年超 （単位：百万円）
5年以内 10年以内 10年超

債 券 31,188 2,765 1,211 0
　国 債 29,987 75 16 0
　地方債 0 100 0 0
　社 債 1,200 2,589 1,195 0
そ の 他 99 1,199 804 0
合 計 31,288 3,964 2,016 0
26．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内訳は、それぞ
れ以下のとおりであります。� （単位：百万円）

繰延税金資産 繰延税金負債
貸倒引当金損金算入限度額超過額 556　　 その他有価証券評価差額金 26　　　
未払事業税 89　　　
賞与引当金繰入額 49　　　
退職給付引当金損金算入限度額超過額 30　　　
役員退職慰労引当金繰入額 20　　　
その他 31　　　
繰延税金資産合計 778　　　 繰延税金負債合計 26　　　

繰延税金資産（負債）の純額 752　　
27．「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準
第 5号平成17年12月 9 日）および「貸借対照表の純資産の部の表示
に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第 8号平
成17年12月 9 日）が会社法施行日以後終了する中間会計期間から適
用されることになったこと等から、「協同組合による金融事業に関
する法律施行規則」（平成 5年 3月 3日大蔵省令第10号）別紙様式
が「無尽業法施行規則等の一部を改正する内閣府令」（内閣府令第
60号平成18年 4 月28日）により改正され、平成18年 4 月 1 日以後開
始する事業年度から適用されることになったことに伴い、当期から
以下のとおり表示を変更しております。
⑴　「組合員勘定」は「純資産の部」とし、組合員勘定及び評価・
換算差額等に区分のうえ表示しております。

	 　なお、当期末における従来の「組合員勘定」の合計金額は
13,709百万円であります。

⑵　「利益剰余金」に内訳表示していた「特別積立金」及び「当期
未処分剰余金」は「その他の利益剰余金」の「特別積立金」及び
「当期未処分剰余金」として表示しております。
⑶　「株式等評価差額金」は「その他有価証券評価差額金」として
表示しております。

⑷　「動産不動産」は、「有形固定資産」、「無形固定資産」または「そ
の他資産」に区分して表示しております。



経理・経営内容
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	 損益計算書	 （単位：千円）

科　　　　　　　目 平成17年度 平成18年度
経 常 収 益 6,483,287 8,279,589
資 金 運 用 収 益 6,216,773 7,826,620
貸 出 金 利 息 6,012,217 7,509,299
預 け 金 利 息 54,205 158,157
全信組連短期資金利息 ― ―
買 入 手 形 利 息 ― ―
コ ー ル ロ ー ン 利 息 ― ―
買 現 先 利 息 ― ―
債券貸借取引受入利息 ― ―
有 価 証 券 利 息 配 当 金 142,493 150,913
金利スワップ受入利息 ― ―
そ の 他 の 受 入 利 息 7,857 8,250

役 務 取 引 等 収 益 251,481 430,370
受 入 為 替 手 数 料 8,563 9,319
そ の 他 の 役 務 収 益 242,917 421,050

そ の 他 業 務 収 益 7,430 3,832
外 国 為 替 売 買 益 ― ―
商 品 有 価 証 券 売 買 益 ― ―
国 債 等 債 券 売 却 益 4,353 477
国 債 等 債 券 償 還 益 9 257
金 融 派 生 商 品 収 益 ― ―
そ の 他 の 業 務 収 益 3,066 3,097

そ の 他 経 常 収 益 7,601 18,765
株 式 等 売 却 益 377 16,512
金 銭 の 信 託 運 用 益 ― ―
そ の 他 の 経 常 収 益 7,224 2,253

経 常 費 用 3,943,014 4,634,832
資 金 調 達 費 用 1,669,126 1,959,205
預 金 利 息 1,667,180 1,957,221
給付補てん備金繰入額 938 804
譲 渡 性 預 金 利 息 ― ―
借 用 金 利 息 ― ―
売 渡 手 形 利 息 ― ―
コ ー ル マ ネ ー 利 息 ― ―
売 現 先 利 息 ― ―
債券貸借取引支払利息 ― ―
コマーシャル・ペーパー利息 ― ―
預 託 金 利 息 ― ―
金利スワップ支払利息 ― ―
そ の 他 の 支 払 利 息 1,008 1,179

役 務 取 引 等 費 用 4,250 3,156
支 払 為 替 手 数 料 1,203 1,298
そ の 他 の 役 務 費 用 3,046 1,858

そ の 他 業 務 費 用 6,241 72,629
外 国 為 替 売 買 損 ― ―
商 品 有 価 証 券 売 買 損 ― ―
国 債 等 債 券 売 却 損 6,000 72,470
国 債 等 債 券 償 還 損 229 ―
国 債 等 債 券 償 却 ― ―
金 融 派 生 商 品 費 用 ― ―
そ の 他 の 業 務 費 用 12 159

経 費 1,493,706 1,707,388
人 件 費 1,009,169 1,122,298
物 件 費 453,044 536,604
税 金 31,492 48,485

そ の 他 経 常 費 用 769,689 892,452
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ― 248,731
貸 出 金 償 却 381,726 606,358
株 式 等 売 却 損 ― 782
株 式 等 償 却 0 0
金 銭 の 信 託 運 用 損 ― ―
そ の 他 資 産 償 却 8,231 2,752
そ の 他 の 経 常 費 用 379,731 33,827

経常利益（又は経常損失） 2,540,272 3,644,756

科　　　　　　　目 平成17年度 平成18年度
特 別 利 益 334,933 220,091

固 定 資 産 処 分 益 ― ―
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 242,569 ―
償 却 債 権 取 立 益 92,087 220,087
金融先物取引責任準備金取崩額 ― ―
証券取引責任準備金取崩額 ― ―
そ の 他 の 特 別 利 益 276 3

特 別 損 失 14,669 37,490
固 定 資 産 処 分 損 14,669 27,453
減 損 損 失 ― ―
金融先物取引責任準備金繰入額 ― ―
証券取引責任準備金繰入額 ― ―
そ の 他 の 特 別 損 失 ― 10,036

税 引 前 当 期 純 利 益 2,860,536 3,827,357
法人税・住民税及び事業税 697,509 1,399,068
法 人 税 等 調 整 額 202,118 △ 179,956
当期純利益（又は当期純損失） 1,960,909 2,608,246
前 期 繰 越 金 777,690 2,436,316
当 期 未 処 分 剰 余 金 2,738,599 5,044,562

（注）　 1．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。なお、以下の注記
については、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

　　　 2．出資 1口当りの当期純利益　　　　65円02銭

	 剰余金処分計算書	 （単位：千円）

科　　　　　　　目 平成17年度 平成18年度
当 期 未 処 分 剰 余 金 2,738,599 5,044,562
剰 余 金 処 分 額 302,283 362,198
利 益 準 備 金 197,000 270,000
普通出資に対する配当金 81,583 92,198

（年1.2％の割合） （年1.2％の割合）
役 員 賞 与 金 23,700 ―

次 期 繰 越 金 2,436,316 4,682,364

	 粗利益	 （単位：千円）

科　　　　　　　目 平成17年度 平成18年度
資 金 運 用 収 益 6,216,773 7,826,620
資 金 調 達 費 用 1,669,126 1,959,205

資 金 運 用 収 支 4,547,646 5,867,415
役 務 取 引 等 収 益 251,481 430,370
役 務 取 引 等 費 用 4,250 3,156

役 務 取 引 等 収 支 247,231 427,213
そ の 他 業 務 収 益 7,430 3,832
そ の 他 業 務 費 用 6,241 72,629

そ の 他 業 務 収 支 1,188 △ 68,796
業 務 粗 利 益 4,796,067 6,225,832
業 務 粗 利 益 率 2.56% 3.02%
（注）　業務粗利益率＝業務粗利益／資金運用勘定計平均残高×100

	 受取利息および支払利息の増減	 （単位：千円）

項　　　　　　　目 平成17年度 平成18年度
受 取 利 息 の 増 減 1,119,300 1,609,847
支 払 利 息 の 増 減 347,626 290,079
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	 経費の内訳	 （単位：千円）

項　　　　　　　目 平成17年度 平成18年度
人 件 費 1,009,169 1,122,298

報 酬 給 料 手 当 812,919 888,357
退 職 給 付 費 用 81,648 79,072
そ の 他 114,601 154,868

物 件 費 453,044 536,604
事 務 費 151,781 142,622
固 定 資 産 費 77,458 90,878
事 業 費 72,185 114,368
人 事 厚 生 費 11,569 14,073
減 価 償 却 費 22,741 32,467
そ の 他 117,308 142,194

税 金 31,492 48,485
経 費 合 計 1,493,706 1,707,388

	 役務取引の状況	 （単位：千円）

科　　　　　　　目 平成17年度 平成18年度
役 務 取 引 等 収 益 251,481 430,370

受 入 為 替 手 数 料 8,563 9,319
その他の受入手数料 242,917 421,050
その他の役務取引等収益 ― ―

役 務 取 引 等 費 用 4,250 3,156
支 払 為 替 手 数 料 1,203 1,298
その他の支払手数料 2,062 1,031
その他の役務取引等費用 984 826

	 業務純益	 （単位：千円）

項　　　　　　　目 平成17年度 平成18年度
業 務 純 益 3,302,360 4,105,864

	 自己資本の充実状況	 （単位：千円）

項　　　　　　　目 平成17年度 平成18年度
（ 自 己 資 本 ）
出 資 金 7,709,059 8,181,788

非 累 積 的 永 久 優 先 出 資 ― ―
優 先 出 資 申 込 証 拠 金 ― ―
資 本 準 備 金 ― ―
そ の 他 資 本 剰 余 金 120,213 120,213
利 益 準 備 金 304,000 574,000
特 別 積 立 金 ― ―
次 期 繰 越 金 2,436,316 4,682,364
そ の 他 ― ―
自 己 優 先 出 資（△） ― ―
自 己 優 先 出 資 申 込 証 拠 金 ― ―
その他有価証券の評価差損（△） 41,150 ―
営 業 権 相 当 額（△） ― ―
の れ ん 相 当 額（△） ― ―
企 業 結 合 に よ り 計 上 さ れ る
無 形 固 定 資 産 相 当 額（△） ― ―

証 券 化 取 引 に よ り 増 加 し た
自 己 資 本 に 相 当 す る 額（△） ― ―

基 本 的 項 目 (A) 10,528,438 13,558,365
土地の再評価額と再評価の直前の
帳 簿 価 額 の 差 額 の45％ 相 当 額 ― ―

一 般 貸 倒 引 当 金 791,693 1,239,273
負 債 性 資 本 調 達 手 段 等 ― ―

負 債 性 資 本 調 達 手 段 ― ―
期限付劣後債務及び期限付優先出資 ― ―

補 完 的 項 目 不 算 入 額(△) ― 38,681
補 完 的 項 目 (B) 791,693 1,200,592

項　　　　　　　目 平成17年度 平成18年度
自 己 資 本 総 額(A)＋(B)＝(C) 11,320,132 14,758,957
他の金融機関の資本調達手段の意
図 的 な 保 有 相 当 額 ― ―

負 債 性 資 本 調 達 手 段 及 び
こ れ に 準 ず る も の ― ―

期限付劣後債務及び期限付優先出資
並 び に こ れ ら に 準 ず る も の ― ―

非同時決済取引に係る控除額及び信用リス
ク削減手法として用いる保証又はクレジッ
ト・デリバティブの免責額に係る控除額

― ―

基本的項目からの控除分を除く、自己資本
控除とされる証券化エクスポージャー及び
信用補完機能を持つI/Oストリップス 

（告示第223条を準用する場合を含む）

― ―

控 除 項 目 不 算 入 額（△） ― ―

控 除 項 目 計 (D) ― ―

自 己 資 本 額(C)－(D)=(E) 11,320,132 14,758,957

（ リ ス ク・ ア セ ッ ト 等 ）

資 産（ オ ン・ バ ラ ン ス ） 項 目 153,734,689 182,728,970

オ フ・ バ ラ ン ス 取 引 等 項 目 38,267 6,421

オ ペ レ ー シ ョ ナ ル・ リ ス ク
相 当 額 を 8％ で 除 し て 得 た 額 ― 9,359,376

リ ス ク・ ア セ ッ ト 等 計(F) 153,772,957 192,094,767

単 体 Tier１ 比 率 (A/F) 6.84％ 7.05％

単 体 自 己 資 本 比 率(E/F) 7.36％ 7.68％

1 ．自己資本調達手段の概要（平成18年度末現在）
　当組合の自己資本につきましては、地域のお客様による出資金に
て調達しております。

2 ．自己資本の充実度に関する評価方法の概要
　当組合は、これまでに内部留保による資本の積上げ等を行うこと
により自己資本を充実させて、経営の健全性・安全性を充分保って
いると評価しております。
　なお、将来の自己資本の充実策については、年度ごとに掲げる事
業計画に基づいた業務推進を通じ、そこから得られる利益による資
本の積上げを第一義的な施策として考えております。

（注）　 1．「協同組合による金融事業に関する法律第 6条第 1項において準用する銀
行法　第14条の 2の規定に基づき、信用協同組合及び信用協同組合連合会
がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどう
かを判断するための基準」に係る算式に基づき算出しております。

　　　 2．本開示は、平成17年度については大蔵省告示第192号により、平成18年度
については金融庁告示第22号により算出しております。
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	 主要な経営指標の推移	 （単位：千円）

区　　　　　分 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度
経 常 収 益 3,632,679 4,227,682 5,210,813 6,483,287 8,279,589
経 常 利 益 543,766 483,088 749,538 2,540,272 3,644,756
当 期 純 利 益 360,978 346,890 341,021 1,960,909 2,608,246
預 金 積 金 残 高 107,695,404 128,035,550 161,557,962 194,111,359 222,694,289
貸 出 金 残 高 71,800,726 88,634,721 107,953,379 138,572,041 168,542,389
有 価 証 券 残 高 11,885,691 19,982,338 23,229,672 29,678,907 37,821,146
総 資 産 額 114,191,708 135,856,542 171,850,571 207,589,432 240,457,435
純 資 産 額 4,712,884 6,013,427 7,776,790 10,633,722 13,709,286
自己資本比率（単体） 6.28 ％ 6.55 ％ 6.89 ％ 7.36 ％ 7.68 ％
出 資 総 額 4,215,000 5,200,025 6,618,129 7,709,059 8,181,788
出 資 総 口 数 21,075,003 口 26,000,129 口 33,090,647 口 38,545,296 口 40,908,940 口
出資に対する配当金 27,791 35,474 58,974 81,583 92,198
職 員 数 77 人 85 人 95 人 100 人 109 人

（注）　 1．残高計数は期末日現在のものです。
　　　 2．「自己資本比率（単体）」の平成18年度計数は、金融庁告示第22号により算出しております。

	 資金運用勘定、調達勘定の平均残高等	 	

科　　目 年度 平均残高 利　　　息 利回り
資 金 運 用 17年度 186,695百万円 6,216,773千円 3.32％

勘 定 18年度 218,163 7,826,620 3.58
う ち 17年度 123,074 6,012,217 4.88
貸 出 金 18年度 155,188 7,509,299 4.83
う ち 17年度 54,655 54,205 0.09
預 け 金 18年度 52,432 158,157 0.30
う ち 17年度 ― ― ―
金融機関貸付等 18年度 ― ― ―
う ち 17年度 8,767 142,493 1.62
有 価 証 券 18年度 10,344 150,913 1.45

資 金 調 達 17年度 176,902 1,669,126 0.94
勘 定 18年度 205,596 1,959,205 0.95

う ち 17年度 176,852 1,668,118 0.94
預 金 積 金 18年度 205,537 1,958,026 0.95
う ち 17年度 ― ― ―
譲渡性預金 18年度 ― ― ―
う ち 17年度 ― ― ―
借 用 金 18年度 ― ― ―

（注）　資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（17年度94百万円、18年度69百万円）
を控除して表示しております。

	 総資産利益率	 （単位：％）

区　　　　　分 平成17年度 平成18年度
総 資 産 経 常 利 益 率 1.34 1.64
総 資 産 当 期 純 利 益 率 1.03 1.17

（注）　総資産経常（当期純）利益率＝経常（当期純）利益／総資産（債務保証見返を
除く）平均残高×100

	 総資金利鞘等	 （単位：％）

区　　　　　分 平成17年度 平成18年度
資 金 運 用 利 回 （ａ） 3.32 3.58
資 金 調 達 原 価 率 （ｂ） 1.78 1.76
資 金 利 鞘  （ａ－ｂ） 1.54 1.82

有価証券、金銭の信託等の取得価格または契約価格、時価及び評価損益	 （単位：百万円）

項　　　目 取得価格または契約価格 時　価 評価損益

有 価 証 券
17年度末 29,738 29,678 △ 59
18年度末 37,736 37,821 85

金 銭 の 信 託
17年度末 ― ― ―
18年度末 ― ― ―

デリバティブ等商品
17年度末 ― ― ―
18年度末 ― ― ―

（注）　「時価」は、「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会：
平成11年 1 月22日）に定める時価に基づいて表示しております。なお、時価の
ないものについては、帳簿価格で表示しております。

	 その他業務収益の内訳	 （単位：百万円）

項　　　　　目 平成17年度 平成18年度
外 国 為 替 売 買 益 ― ―
商 品 有 価 証 券 売 買 益 ― ―
国 債 等 債 券 売 却 益 4 0
国 債 等 債 券 償 還 益 0 0
金 融 派 生 商 品 収 益 ― ―
そ の 他 の 業 務 収 益 3 3
そ の 他 業 務 収 益 合 計 7 3

	 預貸率および預証率	 （単位：％）

区　　　　　分 平成17年度 平成18年度

預 貸 率
（期� 末） 71.38 75.68
（期中平均） 69.59 75.50

預 証 率
（期� 末） 15.28 16.98
（期中平均） 4.95 5.03

	 １ 店舗当りの預金および貸出金残高	（単位：百万円）

区　　　　　分 平成17年度 平成18年度
1 店 舗 当 り の 預 金 残 高 32,351 31,813
1 店舗当りの貸出金残高 23,095 24,077

	 職員 １ 人当りの預金および貸出金残高	（単位：百万円）

区　　　　　分 平成17年度 平成18年度
職員 1人当りの預金残高 1,941 2,043
職員 1人当りの貸出金残高 1,385 1,546
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	 預金種目別平均残高	 （単位：百万円、％）

種　　　目
平成17年度 平成18年度

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
流 動 性 預 金 6,524 3.7 6,574 3.2
定 期 性 預 金 170,327 96.3 198,962 96.8
譲 渡 性 預 金 ― ― ― ―
そ の 他 の 預 金 ― ― ― ―
合 計 176,852 100.0 205,537 100.0

	 預金者別預金残高	 （単位：百万円、％）

区　　　分
平成17年度末 平成18年度末

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
個 人 184,540 95.1 213,533 95.9
法 人 9,571 4.9 9,161 4.1

一 般 法 人 9,440 4.9 9,073 4.1
金 融 機 関 124 0.1 88 0.0
公 金 6 0.0 0 0.0

合 計 194,111 100.0 222,694 100.0

	 定期預金種類別残高	 （単位：百万円）

区　　　　　分 平成17年度末 平成18年度末
固 定 金 利 定 期 預 金 186,129 215,841
変 動 金 利 定 期 預 金 ― ―
そ の 他 の 定 期 預 金 ― ―
合 計 186,129 215,841

	 貸出金種類別平均残高	 （単位：百万円、％）

科　　　目
平成17年度 平成18年度

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
割 引 手 形 139 0.1 105 0.1
手 形 貸 付 30,380 24.7 36,412 23.5
証 書 貸 付 92,539 75.2 118,655 76.4
当 座 貸 越 14 0.0 15 0.0
合 計 123,074 100.0 155,188 100.0

	 有価証券種類別平均残高	 （単位：百万円、％）

区　　　分
平成17年度 平成18年度

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
国 債 1,057 12.1 1,845 17.8
地 方 債 201 2.3 172 1.7
短 期 社 債 ― ― ― ―
社 債 4,886 55.7 5,616 54.3
株 式 94 1.1 367 3.6
外 国 証 券 2,227 25.4 2,041 19.7
そ の 他 の 証 券 300 3.4 300 2.9
合 計 8,767 100.0 10,344 100.0

（注）　当組合は、商品有価証券を保有しておりません

	 有価証券種類別残存期間別残高	 （単位：百万円）

区　　　　分 1年以内 1年超
5年以内

5年超
10年以内 10年超

国 債
17年度末 20,005 75 16 ―
18年度末 29,987 75 16 ―

地 方 債
17年度末 100 100 ― ―
18年度末 ― 100 ― ―

短 期 社 債
17年度末 ― ― ― ―
18年度末 ― ― ― ―

社 債
17年度末 903 3,470 1,560 483
18年度末 1,200 2,589 1,195 ―

外 国 証 券
17年度末 ― 1,094 1,076 188
18年度末 99 899 804 ―

その他の証券
17年度末 ― 300 ― ―
18年度末 ― 300 ― ―

合 計
17年度末 21,009 5,041 2,652 672
18年度末 31,288 3,964 2,016 ―

	 貸出金金利区分別残高	 （単位：百万円）

区　　　　　分 平成17年度末 平成18年度末
固 定 金 利 貸 出 49,580 53,940
変 動 金 利 貸 出 88,991 114,601
合 計 138,572 168,542

	 貸出金償却額	 （単位：百万円）

項　　　　　目 平成17年度 平成18年度
貸 出 金 償 却 額 381 606

	 貸出金使途別残高	 （単位：百万円、％）

区　　　　分
平成17年度末 平成18年度末

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
運 転 資 金 47,071 34.0 51,974 30.8
設 備 資 金 91,500 66.0 116,567 69.2
合 計 138,572 100.0 168,542 100.0
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	 貸出金業種別残高・構成比	 （単位：百万円、％）

業　種　別
平成17年度末 平成18年度末

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
製 造 業 1,247 0.9 1,224 0.7
農 業 294 0.2 55 0.0
林 業 ― ― ― ―
漁 業 ― ― ― ―
鉱 業 ― ― ― ―
建 設 業 5,849 4.2 4,891 2.9
電気・ガス・熱供給・水道業 896 0.6 ― ―
情 報 通 信 業 537 0.4 527 0.3
運 輸 業 221 0.2 575 0.3
卸 売 業、 小 売 業 3,149 2.3 4,505 2.7
金 融・ 保 険 業 6,319 4.6 5,383 3.2
不 動 産 業 79,670 57.5 107,020 63.5
各 種 サ ー ビ ス 38,768 28.0 42,582 25.3
そ の 他 の 産 業 ― ― ― ―
小 計 136,951 98.8 166,766 98.9
地 方 公 共 団 体 ― ― ― ―
雇用・能力開発機構等 ― ― ― ―
個人（住宅・消費・納税資金等） 1,620 1.2 1,775 1.1
合 計 138,572 100.0 168,542 100.0

　担保種類別貸出金残高及び債務保証見返額	 （単位：百万円、％）

区　　　　分 金　　額 構成比 債務保証見返額

当組合預金積金
17年度末 814 0.6 ―
18年度末 844 0.5 ―

有 価 証 券
17年度末 ― ― ―
18年度末 ― ― ―

動 産
17年度末 ― ― ―
18年度末 ― ― ―

不 動 産
17年度末 83,942 60.6 ―
18年度末 96,850 57.4 ―

そ の 他
17年度末 ― ― ―
18年度末 ― ― ―

小 計
17年度末 84,757 61.2 ―
18年度末 97,695 57.9 ―

信用保証協会・信用保険
17年度末 99 0.1 ―
18年度末 85 0.1 ―

保 証
17年度末 52,233 37.7 38
18年度末 69,052 41.0 6

信 用
17年度末 1,481 1.0 ―
18年度末 1,709 1.0 ―

合 計
17年度末 138,572 100.0 38
18年度末 168,542 100.0 6

金融再生法開示債権及び同債権に対する保全額	（単位：百万円、％）

区　　　　分 債権額
（A）

担保・保証等
（B）

貸倒引当金
（C）

保全額
（D）=（B）+（C）

保全率
（D）/（A）

貸倒引当金引当率
（C）/（A－B）

破産更生債権及びこ
れらに準ずる債権

17年度末 803 552 250 803 100.0 100.0
18年度末 1,011 715 295 1,011 100.0 100.0

危 険 債 権
17年度末 483 238 244 483 100.0 100.0
18年度末 ― ― ― ― ― ―

要 管 理 債 権
17年度末 677 476 97 574 84.7 48.6
18年度末 2,416 1,300 385 1,686 69.8 34.5

不良債権計
17年度末 1,963 1,267 592 1,860 94.7 85.1
18年度末 3,428 2,016 681 2,697 78.7 48.2

正 常 債 権
17年度末 136,797
18年度末 165,341

合 計
17年度末 138,761
18年度末 168,769

（注）　 1．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産、会社
更生、再生手続等の事由により経営破綻に陥っている債務者
に対する債権及びこれらに準ずる債権です。

　　　 2．「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていな
いが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の
元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で
す。

　　　 3．「要管理債権」とは、「 3か月以上延滞債権」及び「貸出条件
緩和債権」に該当する貸出債権です。

　　　 4．「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に問題が
ない債権で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危
険債権」、「要管理債権」以外の債権です。

　　　 5．「担保・保証等（B）」は、自己査定に基づいて計算した担保
の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額
の合計額です。

　　　 6．「貸倒引当金（C）」は、「正常債権」に対する一般貸倒引当
金を控除した貸倒引当金です。

　リスク管理債権及び同債権に対する保全額	 （単位：百万円、％）

区　　　　　分 残高
（Ａ）

担保・保証額
（Ｂ）

貸倒引当金
（Ｃ）

保全率
（Ｂ＋Ｃ）／Ａ

破 綻 先 債 権
17年度 388 267 121 100.0
18年度 194 138 56 100.0

延 滞 債 権
17年度 886 513 373 100.0
18年度 801 562 239 100.0

3 か月以上延滞債権
17年度 1 1 0 100.0
18年度 ― ― ― ―

貸出条件緩和債権
17年度 676 475 97 84.6
18年度 2,416 1,300 385 69.7

合 計
17年度 1,952 1,256 592 94.6
18年度 3,413 2,001 681 78.6

（注）　 1．「破綻先債権」とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期
間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立
て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しな
かった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利
息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令第96条
第 1項第 3号のイ．会社更生法等の規定による更生手続開始
の申立てがあった債務者、ロ．民事再生法の規定による再生
手続開始の申立てがあった債務者、ハ．破産法の規定による
破産の申立てがあった債務者、ニ．商法の規定による整理開
始又は特別清算開始の申立てがあった債務者、ホ．手形交換
所の取引停止処分を受けた債務者、等に対する貸出金です。

　　　 2．「延滞債権」とは、上記 1．および債務者の経営再建又は支
援（以下「経営再建等」という。）を図ることを目的として利息
の支払いを猶予したもの以外の未収利息不計上貸出金です。

　　　 3．「 3か月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払いが約定
支払日の翌日から 3か月以上延滞している貸出金（上記 1．
および 2．を除く）です。

　　　 4．「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ること
を目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶
予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸
出金（上記 1．～ 3．を除く）です。

　　　 5．「担保・保証額（B）」は、自己査定に基づく担保の処分可能
見込額及び保証による回収が可能と認められる額です。

　　　 6．「貸倒引当金（C）」は、リスク管理債権区分の各項目の貸出
金に対して引き当てた金額を記載しており、リスク管理債権
以外の貸出金等に対する貸倒引当金は含まれておりません。
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	 貸倒引当金の内訳	 （単位：百万円）

項　　　　目
平成17年度 平成18年度

期末残高 増減額 期末残高 増減額
一 般 貸 倒 引 当 金 791 △18 1,239 447
個 別 貸 倒 引 当 金 494 △414 295 △198
貸 倒 引 当 金 合 計 1,286 △432 1,535 248

（注）　当組合は、特定海外債権を保有しておりませんので「特定海外債権引当勘定」
に係る引当は行っておりません。

　	 法令遵守体制	

●法令遵守体制
　当組合の法令遵守体制は、コンプライアンス委員会、コンプライアン
ス統括責任者（総務部長）、コンプライアンス担当者を中心に運営され
ております。
　理事長を委員長とするコンプライアンス委員会は、当組合のコンプラ
イアンスに関する重要事項の検討・審議を行っております。
　コンプライアンス統括責任者（総務部長）は、顧問弁護士等の外部専
門家に相談を行うとともにチェックを受け、組合全体のコンプライアン
スを一元管理します。
　コンプライアンス担当者は、各営業店長（本部は総務部長）とし、配
置したコンプライアンスオフィサーと連携しながら研修等により法令遵
守の浸透を図る体制としています。コンプライアンスオフィサーは法令
遵守状況の確認を行います。

	 リスク管理体制　―定性的事項―	

・信用リスクに関する事項
・信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要
・派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリス
ク管理の方針及び手続の概要…該当事項なし
・証券化エクスポージャーに関する事項
・オペレーショナル・リスクに関する事項
・協同組合による金融事業に関する法律施行令（昭和五十七年政令第
四十四号）第三条第五項第三号に規定する出資その他これに類するエ
クスポージャー又は株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方
針及び手続の概要
・金利リスクに関する事項

●信用リスクに関する事項

リスクの説明
　信用リスクとは、信用供与先の経営悪化等により貸
出資産の価値が減少ないし消失し、当組合が損失を被
るリスクを言います。

管 理 体 制

　当組合は資産の健全性維持、確保の観点から「安全
性」「収益性」「公共性」「流動性」の原則に則り、財
務内容、企業実態の把握、資金使途及び返済原資の確
認など、キャッシュフロー重視の審査により、個別審
査の厳格化に取組んでおります。
　また、信用リスク管理の基本原則を定めたクレジッ
トポリシーを制定し、全職員に徹底を図ることによ
り、信用リスク管理態勢の整備を行っております。

評 価・ 計 測

　信用リスクの評価は、与信ポートフォリオ管理とし
て、自己査定による債務者区分別、業種別、さらには
与信集中によるリスクの抑制のため大口与信先の管理
など、さまざまな角度からの分析に注力しておりま
す。

■貸倒引当金の計算基準
　信用コストである貸倒引当金は、債権（貸出金及び貸出金に準ずる債
権）を対象として、資産の自己査定結果に基づき、貸倒れ等の実態を踏
まえ将来の予想損失額を適時かつ適正に見積り計上しております。
（一般貸倒引当金）
　正常先に対する債権及び要注意先、要管理先に対する債権について、
自己査定結果に基づき債務者区分毎に、貸倒実績率に基づいた損失率を
算出し、これに将来発生が見込まれる損失による修正を加えて予想損失

率を求めて、これを債務者区分毎の債権額に乗じて算出しています。
（個別貸倒引当金）
　自己査定結果に基づき「破綻懸念先」「実質破綻先」及び「破綻先」
に区分した債権は、原則として、個別債務者ごとに予想損失率を算定し、
予想損失額に相当する額を貸倒引当金としています。
なお、それぞれの結果については、監査法人の監査を受けるなど、適正
な計上に努めております。

■リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関等の名称
　・株式会社　格付投資情報センター
　・株式会社　日本格付研究所
　・ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク

■エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判定に使用する適
格格付機関等の名称

　エクスポージャーの種類ごとに適格格付機関の使分けは行っておりま
せん。

■信用リスクの削減手法に関するリスク管理方針及び手続の概要
　信用リスク削減手法とは、当組合が抱えている信用リスクを軽減化す
るための措置をいい、具体的には、預金担保、有価証券担保、保証など
が該当します。当組合は、融資の取上げに際し、資金使途、返済原資、
財務内容、事業環境、経営者の資質など、さまざまな角度から可否の判
断をしており、担保や保証による保全措置は、あくまでも補完的な位置
付けとして認識しております。ただし、与信審査の結果、担保または保
証が必要な場合には、お客さまへの十分な説明とご理解をいただいた上
で、ご契約いただくなど適切な取扱いに努めております。
　また、お客さまが期限の利益を失われた場合には、全ての与信取引の
範囲において、預金相殺等をする場合がありますが、当組合の手続きに
基づき、法的に有効である旨確認の上、適切に取扱っております。

■派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリス
ク管理の方針及び手続の概要

　該当する取引は行っておりません。

	 消費者ローン・住宅ローン残高	（単位：百万円、％）

区　　　分
平成17年度末 平成18年度末

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
消 費 者 ロ ー ン 17 6.7 15 7.3
住 宅 ロ ー ン 236 93.3 191 92.7
合 計 253 100.0 206 100.0
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●証券化エクスポージャーに関する事項

リスクの説明 　当組合における証券化取引は、有価証券投資の一環
として捉えた投資家としての役割があります。

管 理 体 制

　証券化エクスポージャーのリスクの認識は、市場動
向、裏付資産の状況、時価評価及び適格格付機関が付
与する格付情報などにより把握し、適切なリスク管理
に努めております。

評 価・ 計 測
　証券化商品への投資は、有価証券にかかる運用方針
の中で定める投資枠内での取引に限定するなど、適正
な運用・管理を行っております。

■証券化エクスポージャーについて、信用リスク・アセットの額の算出
に使用する方式の名称
　当組合は標準的手法を採用しております。

■証券化取引に関する会計方針
　「金融商品会計に関する実務指針」に従い、適正な処理を行っており
ます。

■証券化エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判定に使用
する適格格付機関の名称
　証券化エクスポージャーの種類ごとに適格格付機関の使分けは行って
おりません。

●オペレーショナル・リスクに関する事項

リスクの説明

　当組合では、オペレーショナル・リスクを「内部
プロセス・人・システムが不適切あるいは機能しな
いこと、または外部要因によって生ずる損失に関す
るリスク」と定義しています。

管 理 体 制

　当組合は、オペレーショナル・リスクが複合的な
形で存在することがあることを十分に認識し、評
価・コントロール・モニタリングのための効率的な
組織・態勢を整備すること、リスクの顕在化に備え
て事故処理態勢・緊急時態勢を整備すること等を基
本原則としてオペレーショナル・リスク管理の向上
に取組んでおります。

評 価・ 計 測

　当組合は、オペレーショナル・リスクについて、
事務リスク、システムリスク、風評リスクと幅広い
リスクと考え、管理体制や管理方法に関するリスク
管理の基本方針をそれぞれのリスクについて定め、
確実にリスクを認識し、評価しております。

■オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の名称
　当組合は基礎的手法を採用しております。

●出資その他これに類するエクスポージャー又は株式等エク
スポージャーに関するリスク管理の方法及び手続の概要に
関する事項

リスクの説明 　株式等エクスポージャーにあたるものは、上場株
式、非上場株式が該当します。

管 理 体 制

　上場株式にかかるリスクの認識については、有価証
券運用のなかで時価評価によって把握するとともにリ
スク管理委員会に諮り、適切なリスク管理に努めてお
ります。また、非上場株式に関しては、当組合が定め
る有価証券運用基準などに基づいた適正な運用・管理
を行っております。

評 価・ 計 測

　日本公認会計士協会の「金融商品会計に関する実務
指針」に従い、適正な処理を行っております。また、
時価のない有価証券に該当する非上場株式等について
は、自己査定を実施しリスクを評価しております。

■金利リスクに関する事項

リスクの説明

　銀行勘定の金利リスクとは、市場金利の変動によっ
て「資産」「負債」及び「オフ・バランス取引」の経
済的価値が変動することにより損失を被るリスクを言
います。

管 理 体 制 　当組合においては、定期的な評価・計測を行い、適
宜、対応を講じる体制としております。

評 価・ 計 測

　金利リスク量の算出においては、「銀行勘定金利リ
スク量算出基準」を定め、一定の金利ショック（上下
200BP平行移動による金利ショック）の計測や、新
商品等の導入による影響など、リスク管理委員会に諮
り、資産・負債の最適化に向けたリスク・コントロー
ルに努めております。

●内部管理上使用した金利リスクの算定手法の概要
　金利リスク算定手法の前提は、以下の定義に基づいて算定しておりま
す。
・計測手法……「再評価法」
　　保有する資産・負債のキャッシュ・フローを計算し、計算基準日時
点の市場金利から作成したイールドカーブと金利ショック幅により計
算したそれぞれの現在価値の差額をとり、直接金利ショック下での現
在価値変動額を算出することで、リスクを把握する手法。

・コア預金
　　流動性預金を対象とし、金額は、「①過去 5年間の最低残高、②過
去 5年の最大年間流出量を現残高から差引いた残高、③現残高の50％
相当額」のうち、最小の額を上限とし、満期を2．5年としています。

・金利ショック幅
　　200BP平行移動

� （単位：百万円）

金利リスク
金利ショックに対する損益・経済的価値の増減額 959



資 料 編

13

・自己資本の構成に関する事項…自己資本の充実状況P． 7をご参照く
ださい
・自己資本の充実度に関する事項
・信用リスク（信用リスク・アセットのみなし計算が適用されるエクス
ポージャー及び証券化エクスポージャーを除く。）に関する事項
・信用リスク削減手法に関する事項
・派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項
…該当事項なし
・証券化エクスポージャーに関する事項
・出資等又は株式等エクスポージャーに関する事項
・信用リスク・アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャーの
額…該当事項なし
・金利リスクに関して信用協同組合等が内部管理上使用した金利ショッ
クに対する損益又は経済的価値の増減額…P.15をご参照ください

●自己資本の充実度に関する事項� （単位：百万円）

平成17年度 平成18年度
リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額

イ．信用リスク・アセット、
所要自己資本の額合計 182,735 7,309

①標準的手法が適用されるポート
フォリオごとのエクスポージャー 182,435 7,297

ⅰソ ブ リ ン 向 け 50 2
ⅱ金 融 機 関 向 け 8,102 324
ⅲ法 人 等 向 け 12,135 485
ⅳ中小企業等・個人向け ― ―
ⅴ抵当権付住宅ローン 44 1
ⅵ不動産取得等事業向け 157,338 6,293
ⅶ 3 ヵ月以上延滞等 489 19

②証券化エクスポージャー 300 12
ロ．オペレーショナル・リスク 9,359 374
ハ．単体総所要自己資本額（イ＋ロ） 192,094 7,683

（注）　 1．所要自己資本の額＝リスク・アセットの額×4％
　　　 2．「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるもの

を除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信
相当額です。

　　　 3．「ソブリン」とは、中央政府、中央銀行、地方公共団体、我
が国の政府関係機関、土地開発公社、地方住宅供給公社、地
方道路公社、外国の中央政府以外の公共部門（当該国内にお
いてソブリン扱いになっているもの）、国際開発銀行、国際
決済銀行、国際通貨基金、欧州中央銀行、欧州共同体、信用
保証協会及び漁業信用基金協会のことです。

　　　 4．「 3ヵ月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払
日の翌日から 3ヵ月以上延滞している債務者に係るエクス
ポージャー及び「ソブリン向け」、「金融機関向け」、「法人等
向け」においてリスク・ウェイトが150％になったエクスポー
ジャーのことです。

　　　 5．オペレーショナル・リスクは、当組合は基礎的手法を採用し
ています。

〈オペレーショナル・リスク（基礎的手法）の算定方法〉

粗利益（直近 3年間のうち正の値の合計額）×15％
÷ 8％

直近 3年間のうち粗利益が正の値であった年数

　　　 6．本開示は、平成18年度以降適用される新自己資本比率規制に
対応しているため、平成17年度の計数を算定しておりませ
ん。

リスク管理体制　―定量的事項― 証券化エクスポージャーに関する事項
●オリジネーターの場合
　該当する取引は行っておりません。

●投資家の場合
①保有する証券化エクスポージャーの額及び主な原資産の種類別の内訳
� （単位：百万円）

証券化エクスポージャーの額 平成17年度 平成18年度
不 動 産 300

（注）　本開示は、平成18年度以降適用される新自己資本比率規制に対応
しているため、平成17年度の計数を算定しておりません。

②保有する証券化エクスポージャーの適切な数のリスク・ウェイトの区
分ごとの残高及び所要自己資本の額等
� （単位：百万円）

告示で定めるリスク・ウェ
イト区分（％）

エクスポージャー残高 所要自己資本の額
平成17年度 平成18年度 平成17年度 平成18年度

20 － －
50 － －
100 300 12
350 － －

自 己 資 本 控 除 － －
ⅰ　カ ー ド ロ ー ン － － －
ⅱ　住 宅 ロ ー ン － － －
ⅲ　自 動 車 ロ ー ン － － －

（注）　 1．所要自己資本の額＝エクスポージャー残高×リスク・ウェイ
ト× 4％

　　　 2．ⅰ～ⅲは、自己資本から控除した証券化エクスポージャーの
原資産の種類別の内訳

　　　 3．本開示は、平成18年度以降適用される新自己資本比率規制に
対応しているため、平成17年度の計数を算定しておりませ
ん。

②保有する証券化エクスポージャーの適切な数のリスク・ウェイトの区
分ごとの残高及び所要自己資本の額等
� （単位：百万円）

信用リスク・アセットの額
平成17年度 平成18年度

経過措置適用の証券化エクスポージャー 300

（注）　 1．経過措置とは、自己資本比率告示附則第13条において、平成
18年 3 月末において保有する証券化エクスポージャーの信用
リスク・アセットの額について、当該証券化エクスポー
ジャーの保有を継続している場合に限り、平成26年 6 月30日
までの間、当該証券化エクスポージャーの原資産に対して新
告示を適用した場合の信用リスク・アセットの額と旧告示を
適用した場合の信用リスク・アセットの額のうち、いずれか
大きい額を上限とすることができること。

　　　 2．本開示は、平成18年度以降適用される新自己資本比率規制に
対応しているため、平成17年度の計数を算定しておりませ
ん。

派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項

該当事項なし
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●信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高（業種別及び残存期間別）� （単位：百万円）

� エクスポージャー区分

業種区分�
期間区分�

信用リスクエクスポージャー期末残高� 3 ヵ月以上延滞
エクスポージャー貸出金、コミットメント及びその他のデ

リバティブ以外のオフ・バランス取引 債券 デリバティブ取引

平成17年度 平成18年度 平成17年度 平成18年度 平成17年度 平成18年度 平成17年度 平成18年度 平成17年度 平成18年度
製 造 業 2,572 1,228 1,344 ― ―
農 業 55 55 ― ― ―
林 業 ― ― ― ― ―
漁 業 ― ― ― ― ―
鉱 業 16 ― 16 ― ―
建 設 業 4,906 4,896 10 ― ―
電気・ガス・熱供給・水道業 212 ― 212 ― ―
情 報 通 信 業 628 527 100 ― ―
運 輸 業 1,064 560 503 ― 26
卸 売 業 、 小 売 業 4,822 4,493 328 ― 25
金 融 ・ 保 険 業 39,795 5,382 4,314 ― 27
不 動 産 業 107,495 107,081 413 ― 130
各 種 サ ー ビ ス 42,464 42,464 ― ― 402
国 ･ 地 方 公 共 団 体 等 30,178 ― 30,178 ― ―
個 人 1,775 1,775 ― ― 10
そ の 他 5,281 ― ― ― ―
業 種 別 合 計 241,268 168,466 37,421 ― 623
1年 以 下 79,236 33,924 31,290 ―
1年 超 3年 以 下 22,592 19,342 2,246 ―
3年 超 5年 以 下 7,805 4,109 1,421 ―
5年 超 7年 以 下 6,716 5,917 799 ―
7年 超 10年 以 下 21,326 20,118 1,208 ―
10年 超 85,033 85,033 ― ―
期 間 の 定 め の な い も の 18,557 20 455 ―
残 存 期 間 別 合 計 241,268 168,466 37,421 ―

（注）　 1．オフ・バランス取引は、デリバティブ取引を除く。
　　　 2．「 3ヵ月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3ヵ月以上延滞しているエクスポージャーのこと

です。
　　　 3．上記の「その他」は、業種区分に分類することが困難なエクスポージャーです。具体的には有形固定資産、無形固定資産、その他の資産

等が含まれます。
　　　 4．当組合は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。
　　　 5．本開示は、平成18年度以降適用される新自己資本比率規制に対応しているため、平成17年度の計数を算定しておりません。

	 信用リスクに関する事項（証券化エクスポージャーを除く）	

●業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の残高等� （単位：百万円）

個別貸倒引当金 貸出金償却期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
平成17年度 平成18年度 平成17年度 平成18年度 平成17年度 平成18年度 平成17年度 平成18年度 平成17年度 平成18年度

製 造 業 ― ― ― ― ―
農 業 ― ― ― ― ―
林 業 ― ― ― ― ―
漁 業 ― ― ― ― ―
鉱 業 ― ― ― ― ―
建 設 業 2 ― 2 ― ―
電気・ガス・熱供給・水道業 ― ― ― ― ―
情 報 通 信 業 ― ― ― ― ―
運 輸 業 28 15 28 15 5
卸 売 業 、 小 売 業 57 20 57 20 38
金 融 ･ 保 険 業 ― 1 ― 1 ―
不 動 産 業 379 66 379 66 287
各 種 サ ー ビ ス 22 188 22 188 276
国 ･ 地 方 公 共 団 体 等 ― ― ― ― ―
個 人 4 3 4 3 ―
合 計 494 295 494 295 606

（注）　 1．当組合は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。
　　　 2．本開示は、平成18年度以降適用される新自己資本比率規制に対応しているため、平成17年度の計数を算定しておりません。
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●リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等�（単位：百万円）

告示で定める
リスク・ウェイト区分（％）

エクスポージャーの額
平成17年度 平成18年度

格付有り 格付無し 格付有り 格付無し
0 ― 31,869
10 ― 85
20 1,295 30,098
35 ― 127
50 1,400 305
75 ― ―
100 4,091 171,957
150 ― 36
350 ― ―

自 己 資 本 控 除 ― ―
合 計 6,787 234,480

（注）　 1．格付は、適格格付機関が付与しているものに限ります。
　　　 2．エクスポージャーは、信用リスク削減手法適用後のリスク・

ウェイトに区分しています。
　　　 3．本開示は、平成18年度以降適用される新自己資本比率規制に

対応しているため、平成17年度の計数を算定しておりません。

●信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー� （単位：百万円）

� 信用リスク削減手法
ポートフォリオ�

適格金融資産担保 保　証 クレジット・デリバティブ
平成17年度 平成18年度 平成17年度 平成18年度 平成17年度 平成18年度

信用リスク削減手法が適用
されたエクスポージャー 860 ― ―

①ソブリン向け ― ― ―
②金融機関向け ― ― ―
③法 人 等 向 け 276 ― ―
④中小企業等・個人向け ― ― ―
⑤抵当権付住宅ローン ― ― ―
⑥不動産取得等事業向け 544 ― ―
⑦3ヵ月以上延滞等 ― ― ―
⑧そ の 他 38 ― ―

（注）　 1．当組合は、適格金融資産担保について簡便手法を用いていま
す。

　　　 2．本開示は、平成18年度以降適用される新自己資本比率規制に
対応しているため、平成17年度の計数を算定しておりません。

	 信用リスク削減手法に関する事項	

●出資等エクスポージャーの貸借対照表計上額等� （単位：百万円）

区　　　　　　　分

出資等エクスポージャー
うち、売買目的有価証券に該当するもの うち、その他有価証券で時価のあるもの

貸借対照表
計上額

貸借対照表
計上額

当期の損益に
含まれた評価差額

取得原価
（償却原価）

貸借対照表
計上額

評　価　差　額
うち益 うち損

上 場 株 式
平成17年度
平成18年度 550 ― ― 458 550 91 96 4

非 上 場 株 式 等
平成17年度
平成18年度 199 ― ― ― ― ― ― ―

合 計
平成17年度
平成18年度 750 ― ― 459 551 91 96 4

（注）　 1．貸借対照表計上額は、期末日における市場価格等に基づいております。
　　　 2．本開示は、平成18年度以降適用される新自己資本比率規制に対応しているため、平成17年度の計数を算定しておりません。

	 出資等エクスポージャーに関する事項	

●子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額等� （単位：百万円）

該当事項なし

●出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額�（単位：百万円）
売　却　額 株式等

償却売却益 売却損

出資等エクスポージャー
平成17年度
平成18年度 61 16 0 0

（注）　本開示は、平成18年度以降適用される新自己資本比率規制に対
応しているため、平成17年度の計数を算定しておりません。

	 公共債引受額	

該当事項なし

	 公共債窓販実績	

該当事項なし

	 外国為替取扱高	

該当事項なし

	 外貨建資産残高	

該当事項なし
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	 代理貸付残高の内訳	 （単位：百万円）

区　　　　　　分 平成17年度末 平成18年度末
全国信用協同組合連合会 27 ―
商 工 組 合 中 央 金 庫 ― ―
中 小 企 業 金 融 公 庫 10 6
国 民 生 活 金 融 公 庫 ― ―
住 宅 金 融 公 庫 ― ―
年 金 資 金 運 用 基 金 ― ―
独立行政法人 雇用・能力開発機構 ― ―
独立行政法人 福祉医療機構 ― ―
そ の 他 ― ―
合 計 38 6

	 手数料一覧	 （平成19年 3 月31日現在）

種　　　　　　　類 組合員 一　般

振　
　

込

当 組 合
本 支 店

自店宛
３万円未満 210円 210円
３ 万円以上 420円 420円

他店宛
３万円未満 210円 210円
３ 万円以上 420円 420円

他 行 宛
電信扱

３万円未満 630円 630円
３ 万円以上 840円 840円

文書扱
３万円未満 630円 630円
３ 万円以上 840円 840円

代
金
取
立

本 支 店
自店宛 0円 0円
他店宛 0円 0円

他 　 行
同地（大阪手形交換所地域） 420円 420円

隔　地
至 急 扱 1,050円 1,050円
普 通 扱 840円 840円

そ
の
他

振込の組戻料 840円 840円
取立手形の組戻料

1,050円 1,050円不渡手形の返却料
取立手形の店頭呈示料

種　　　　　　類 料　金
当座預金　小切手帳�１  冊（50枚） 630円
　　　　　約束手形帳�１  冊（50枚） 1,050円
　　　　　マル専口座取扱手数料�（割賦販売通知書１枚） 6,300円
　　　　　マル専手形� （ １ 枚につき） 1,050円
自己宛小切手 525円
通帳証書等再発行 1,050円
証明書発行手数料 残高証明書 １通 420円

融資証明書 １通 420円
その他証明書 １通 420円

保護函手数料　（年額） 6,300円
不動産担保事務手数料 担保物件が １箇所のとき 52,500円
　（融資 １案件につき） 担保物件の追加 １箇所ごとに 21,000円
不動産抹消事務手数料（不動産業者の販売用不動産の抹消時 １物件ごとに） 10,500円
両替手数料（窓口及び渉外扱いの紙幣・硬貨両替 １枚につき）
・ご持参金種又はご希望金種のいづれか多い方の合計枚数とします。

1円
＋消費税

・口座へご入金後、当日直ちにお払戻しになる場合も対象となります。
・汚損した紙幣・硬貨の同一金種への両替及び記念硬貨への両替は無料とさせて
頂きます。

（上記の手数料には消費税を含んでいます）

	 内国為替取扱実績	 （単位：百万円）

区　　　　　　分
平成17年度末 平成18年度末
件数 金額 件数 金額

送金・振込
他の金融機関向け 7,266 106,925 8,395 130,843
他の金融機関から 22,696 85,919 25,117 102,187

代 金 取 立
他の金融機関向け 371 864 351 744
他の金融機関から 352 282 325 564

■主要な事業の内容 �

Ａ．預金業務
　イ　預　金

当座預金、普通預金、通知預金、定期預金、定期積金、別段
預金等を取扱っております。

　ロ　譲渡性預金
取扱っておりません。

Ｂ．貸出業務
　イ　貸　付
　手形貸付、証書貸付及び当座貸越を取扱っております。

　ロ　手形の割引
銀行引受手形、商業手形及び荷付為替手形の割引を取扱って
おります。

Ｃ．商品有価証券売買業務
　取扱っておりません。

Ｄ．有価証券投資業務
預金の支払準備及び資金運用のため国債、地方債、社債、株
式、その他の証券に投資しております。

Ｅ．内国為替業務
振込及び代金取立等を取扱っております。

Ｆ．外国為替業務
取扱っておりません。

Ｇ．社債受託及び登録業務
取扱っておりません。

Ｈ．金融先物取引等の受託等業務
取扱っておりません。

Ｉ．附帯業務
イ　債務の保証業務
ロ　有価証券の貸付業務
ハ　代理業務
⒜　全国信用協同組合連合会、国民生活金融公庫、中小企業
金融公庫、商工組合中央金庫等の代理貸付業務

⒝　勤労者退職金共済機構等の代理店業務
ニ　地方公共団体の公金取扱業務
ホ　株式払込金の受入代理業務及び株式配当金の支払代理業務
ヘ　保護預り及び保護函業務
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財務諸表の適正性及び内部監査の有効性

　私は当組合の平成18年 4 月 1 日から平成19年 3 月31日までの第56期の
事業年度における貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書の適正
性、及び同書類作成に係る内部監査の有効性を確認いたしました。

平成19年 6 月28日

　大阪協栄信用組合

　　理事長

法定監査の状況

　当信用組合は、協同組合による金融事業に関する法律第 5条の 8第 3
項に規定する「特定信用組合」に該当しておりますので、「貸借対照表」
「損益計算書」「剰余金処分計算書」等につきましては、会計監査人であ
る「監査法人トラスト」の監査を受けております。

融資を通じた地域貢献

　スキマ金融とクイックレスポンス体制の確立により中小零細企業に対
し、14年度24％増、15年度23％増、16年度21％増、17年度28％増、18年
度21％増と積極的に事業融資でお応えしております。

取引先への支援状況等

　当組合では平成15年より「経営改善支援チーム」を発足させ、継続的
にお取引先の経営改善支援に取組んできております。平成18年度には、
要注意先等のお客さま 8社を選定し正常先等へのランクアップに取組
み、 1社がランクアップいたしました。

地域・業域・職域サービスの充実

⑴　情報提供活動
　　当組合の財務内容や取扱商品内容等をインターネットのホームペー
ジに掲載しています。

⑵　講演会の開催
　　大阪府信用組合協会主催で平成18年10月26日に大阪市中央公会堂に
三宅久之氏を講師に招いて実施しました。

　　府下信用組合のお取引先から約1，000名余りの出席があり、当組合
からも130名のお客さまがご出席されました。

文化的・社会的貢献に関する活動

・大阪府信用組合協会主催の献血運動が平成18年 9 月 5 日に大阪府信用
組合会館で行われ、府下信用組合職員105名が献血に参加しました。
当組合からも 8名が参加しました。
・平成18年 7 月に開設した豊中支店では、市民がつくる市民のまつり
「豊中まつり2006」への協賛や地元の地区社会福祉協議会への入会な
ど、地域の活動を応援しています。
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26
大阪協栄西成支店

住吉支店本店営業部本部・扇橋支店

新大阪支店城東支店西成支店

豊中支店

	 店舗一覧表（事務所の名称・所在地）	 （平成19年 3 月31日現在）

店　　　　名 住　　　　　所 電　　話
本 部 〒530―0041 大阪府大阪市北区天神橋 3丁目 8番12号 06―6351―7531
本 店 営 業 部 〒542―0073 大阪府大阪市中央区日本橋 2丁目 9番16号 06―6644―6321
扇 橋 支 店 〒530―0041 大阪府大阪市北区天神橋 3丁目 8番12号 06―6351―8171
住 吉 支 店 〒559―0006 大阪府大阪市住之江区浜口西 3丁目11番 4 号 06―6674―3681
西 成 支 店 〒557―0041 大阪府大阪市西成区岸里 3丁目 4番12号 06―6657―1181
城 東 支 店 〒536―0001 大阪府大阪市城東区古市 1丁目 7番13号 06―6935―5544
新 大 阪 支 店 〒532―0011 大阪府大阪市淀川区西中島 5丁目14番22号 06―6101―1515
豊 中 支 店 〒560―0021 大阪府豊中市本町 1丁目 9番35号 06―6850―2845
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西淀川区

東淀川区

淀川区 旭区

北区

此花区

福島区

都
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東
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中央区

西成区

天
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区      
生野区

西区

港区

大正区

浪速区

阿倍野区
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吉
区

平野区住吉区
住之江区

豊中市

池田市

吹田市

箕面市

店舗のご案内

能勢町
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能
町

池
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市
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中
市
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和
田
市

富
田
林
市

大
阪
狭
山
市

貝
塚
市

熊
取
町

泉
佐
野
市

泉
南
市

吹
田
市

守
口
市

交
野
市

茨
木
市

島
本
町高槻市

摂津市

大阪市 東大阪市

八尾市

羽曳野市

河内長野市

千早赤阪村

藤井寺市松原市

堺市高石市
泉大津市
忠岡町

和泉市
田尻町

阪南市

岬町

柏原市

太子町

河南町

箕面市
枚方市

寝屋川市

四條畷市

大東市
門真市

営業地区一覧

営業地区

大 阪 市 池 田 市 和 泉 市
泉大津市 茨 木 市 柏 原 市
門 真 市 交 野 市 岸和田市
堺 市 四條畷市 吹 田 市
摂 津 市 大 東 市 高 石 市
高 槻 市 豊 中 市 寝屋川市
羽曳野市 東大阪市 枚 方 市
藤井寺市 松 原 市 箕 面 市
守 口 市 八 尾 市 三 島 郡
豊 能 郡 泉 北 郡

	 地区一覧	 （平成19年 3 月31日現在）
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36．1 店 舗 当 り 預 金 残 高 …………………　8

37．定 期 預 金 種 類 別 残 高 ＊…………………　9

【貸出金等に関する指標】

38．貸 出 金 種 類 別 平 均 残 高 ＊…………………　9

39．担保種類別貸出金残高及び債務保証見返額 ＊…………………10

40．貸 出 金 金 利 区 分 別 残 高 ＊…………………　9

41．貸 出 金 使 途 別 残 高 ＊…………………　9

42．貸出金業種別残高・構成比 ＊…………………10

43．預貸率（期末・期中平均）＊…………………　8

44．消費者ローン・住宅ローン残高 …………………11

45．代 理 貸 付 残 高 の 内 訳 …………………16

46．職員 1 人当り貸出金残高 …………………　9

47．1 店 舗 当 り 貸 出 金 残 高 …………………　9

【有価証券に関する指標】

48．商品有価証券の種類別平均残高 ＊…… 取扱いなし

49．有価証券の種類別平均残高 ＊…………………　9

50．有価証券種類別残存期間別残高 ＊…………………　9

51．預証率（期末・期中平均）＊…………………　8

【経営管理体制に関する事項】

52．法 令 遵 守 の 体 制 ＊…………………11

53．リ ス ク 管 理 体 制 ＊…… 11，12，13

　　資 料 編 ……………14，15

　　（バーゼルⅡに関する事項を含む）

【財産の状況】

54．貸借対照表、損益計算書、剰余金処分計算書 ＊……………4,5,6

55．リスク管理債権及び同債権に対する保全額 ＊…………………10

　　⑴　破 綻 先 債 権

　　⑵　延 滞 債 権

　　⑶　 3 か月以上延滞債権

　　⑷　貸 出 条 件 緩 和 債 権

56．金融再生法開示債権及び同債権に対する保全額 ＊…………………10

57．自己資本充実状況（自己資本比率明細）＊…………………　7

　　（バーゼルⅡに関する事項を含む）

58．有価証券、金銭の信託等の評価 ＊…………………　8

59．外 貨 建 資 産 残 高 …………………15

60．オフバランス取引の状況 …… 取扱いなし

61．先 物 取 引 の 時 価 情 報 …… 取扱いなし

62．貸倒引当金（期末残高・期中増減額）＊…………………11

63．貸 出 金 償 却 の 額 ＊…………………　9

64．財務諸表の適正性及び内部監査の有効性について …………………17

65．会 計 監 査 人 に よ る 監 査 ＊…………………17

【その他の業務】

66．内 国 為 替 取 扱 実 績 …………………16

67．外 国 為 替 取 扱 実 績 …………………15

68．公 共 債 窓 販 実 績 …………………15

69．公 共 債 引 受 額 …………………15

70．手 数 料 一 覧 …………………16

【その他】

71．当 組 合 の 歩 み …………………　2

72．総 代 会 に つ い て …………………　3

【地域貢献に関する事項】

73．融 資 を 通 じ た 地 域 貢 献 …………………17

74．取 引 先 へ の 支 援 状 況 等 …………………17

75．地域・業域・職域サービスの充実 …………………17

76．文化的・社会的貢献に関する活動 …………………17

索　引 各開示項目は、下記のページに記載しております。なお、＊印は、「協同組合による金融事業に関する法律施行規則」で規定されております法定開示項目です。

大阪協栄信用組合
〒530―0041　大阪市北区天神橋 3丁目 8番12号
　TEL：06―6351―7531　FAX：06―6351―7535
　URL　http://www.osaka―kyoei.co.jp


